















　我が国においては，従前，IT 総合戦略本部の「官民 ITS 構想・ロードマップ2016」等において，
運転自動化システムのレベルについて 5 段階の定義が用いられてきた。しかし， IT 総合戦略本部の
事務局の役割を果たしている内閣官房 IT 総合戦略室は，2016年12月，SAE インターナショナルの
6 段階の定義を採用することを提案した。




いう。）においても，SAE インターナショナルの 6 段階の定義を参考として議論が進められている。
また，ヨーロッパにおける運転自動化システムに関する法制度改正の先進国であるイギリス運輸省
も，SAE インターナショナルの定義を参考にしている。さらに，米国運輸省も，2016年 9 月に発表
した運転自動化システムに関する指針において，SAE インターナショナルによる 6 段階の定義を採
用した。このような国際的な状況にかんがみると，内閣官房 IT 総合戦略室が SAE インターナショ
ナルの 6 段階の定義の採用を提案したのは当然の流れである。
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う。） がある。両条約の比較は，図 2 のとおりである。各条約の批准国は，図 2 記載のとおりであり，
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従前の規定 第 8 条第 1 項
一単位として運行されている車両又は連結車両には，
それぞれ運転者がいなければならない。
第 8 条第 1 項
全ての走行中の車両又は連結車両には，それそれ運転
者がいなければならない。



























改正案 第 8 条第 6 項第 1 文
車両の運転方法に影響を及ぼす車両のシステムは，国
際基準に適合しているときは，第 8 条 5 項及び第10条
に適合するものとみなす。
第 8 条第 5 項 bis 第 1 文
車両の運転方法に影響を及ぼす車両のシステムは，国
際的基準に適合しているときは，第 8 条第 5 項及び第
13条第 1 項に適合するものとみなす。




は，第 8 条第 5 項及び第10条に適合するものとみなす。




は，第 8 条第 5 項及び第13条第 1 項に適合するものと
みなす。
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3 － １ － 5 　遠隔型の公道実証実験に関する新たな解釈上の合意


























についての国際的理解が変容しつつある状況にある。この点について，WP 1 は，2016年 9 月の会
議において，非公式作業グループに対し，現在の道路交通条約によって，何が許容され，何が許容
されないかということについての共通の解釈の草案を作ることを要請した。そこで，次回の会議に
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3 － 2 　日本における取組状況
3－ 2－ １　運転自動化システムの実現期待時期
　内閣 IT 総合戦略本部の官民 ITS 構想・ロードマップ2016によると，市場化等期待時期は，レベ
ル 2 の自動レーン変更が2017年，レベル 2 の準自動パイロットが2020年まで，レベル 3 の自動パイ
ロットが2020年目途，レベル 4 のうち無人自動走行移動サービスが限定地域で2020年まで，レベル















に関しては， 3 点が指摘された。第 1 に，レベル 1 及び 2 については原則運転者が交通事故等の道




































































































4 － 3 　ドイツにおける取組状況


























た。この指針は， 4 つの章に分かれている。第 1 章では，自動運転車について15項目の安全評価基
準を掲げ，それらに関する報告書の提出を自動車メーカー等に求めている。第 2 章では，運転自動
化システムに関する連邦政府と州との責任の区別を明確化するとともに，州の指針のモデルを提示



























（ 2 ） 要旨であり，逐語訳ではない。
（ 3 ） 同上。
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